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【研究要旨】 
[目的]健やかな親子の特徴として「家族の外部に開かれた人間関係があること」が重要で
あるとされている。子育て家庭が地域につながり健やかな親子関係を育み親子の愛着形成
を促し、育児不安・ストレスを軽減するような親子プログラムの開発・効果検証を行うこ
とを目的とした。 
[方法]①妊娠期からの医療・保健・福祉の連携体制システムの地域介入プログラムを長野
県須坂市で行った効果を検証した。②県の母子保健政策としての妊娠期からの切れ目のな
い支援における医療・保健・福祉の連携体制の整備を山梨県の母子保健政策として行い、
その効果を検証した。③児童虐待防止のための乳幼児健診における保健指導のあり方につ
いて、研修プログラムを作成し、効果を検証した。④妊娠期からの児童虐待防止のために、
体罰防止の啓発を妊娠期に行った効果を検証した。⑤健やかな親子関係を育む地域整備と
して、長野県の産婦健診導入の実態調査を行った。⑥地域子育て支援拠点における多胎児
支援の実態調査を行った。⑦児童虐待の社会的損失を医療経済学の観点から算出した。⑧
子どもの家族関係が青年期・成人期に及ぼす影響を調査した。 
[結果と考察]①妊娠届出時におけるポピュレーションアプローチとしての妊婦に対する
保健師の全数面接と関係性の構築、そして心理社会的リスクのある家庭に対するハイリス
クアプローチが、産後の母親のメンタルヘルス向上や親子の保健サービス受療率を向上さ
せる効果が明らかになった。②県がイニシアチブをとり、妊娠期からの切れ目のない支援
における医療・保健・福祉の連携体制の整備を行うことの有効性が示唆された。③乳幼児
健診の保健指導における体罰防止について、保健師への介入者介入が有効であることが示
唆された。④妊娠期における体罰防止の啓発の効果は産後１ヶ月の時点では診られなかっ
た。今後長期的な効果についても検討予定である。⑤長野県の産婦健診事業の実態調査か
ら、市町村連携・保健機関⇔精神科医療機関連携で困難を抱えている現状が明らかになっ
た。⑥子育て支援団体は，妊娠・出産期，子育て期ともに大半の項目について，多胎児世
帯は単胎児世帯よりも困難を抱えていると感じており、多胎児支援における多職種の重層
的な支援体制の整備が必要と考えられる。⑦児童虐待の健康関連社会的損失は約280,000
米ドル、全体は3,424,000,000米ドルと推測された。妊娠期からの切れ目のない支援による
予防効果を示唆した。⑧臨床群における家族関係が子の精神状態に与える影響としては，
精神的障害を抱えながらも子が人との関係性において幸福感を抱くことができるところ
に寄与していることが示唆された。家族関係は，子の協調的幸福感を媒介にして，子のメ
ンタルヘルスを支えている可能性も考えられる。 
[結論]3年計画の2年目として、健やかな親子関係を育む地域親子保健体制の整備と効果検
証、及び、医療経済評価、親子関係の精神面への長期的影響についての調査を行った。今
年度の調査について次年度は解析を更に進め、また、研修プログラムを作成して研修会を
開催し、均てん化を図っていく。 
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Ａ．研究目的 
健やかな親子の特徴として「家族の外部

に開かれた人間関係があること」が重要で
あるとされている。子育て家庭が地域につ
ながり健やかな親子関係を育み親子の愛
着形成を促し、育児不安・ストレスを軽減
するような親子プログラムの開発・効果検
証を行うことを目的とした。 
 
Ｂ．研究方法（倫理面への配慮） 
 以下に各分研究分担者及び研究代表者
の研究の進捗状況に関して報告する。 
尚、本研究班のすべての研究にあたり、

各研究分担研究者の施設内倫理審査委員
会、施設内に倫理審査委員会がない場合は
国立成育医療研究センター倫理審査委員
会において承認のもと研究を行った。 
 

1) 妊娠期からの切れ目ない支援について
の多職種連携母子保健システム開発と効
果検証に関する研究(立花良之) 
 
下記のような特徴を持つ介入プログラ

ムを作成し、長野県須坂市保健センター及

び地域の医療機関で実施してその効果を

検証した。 
１．妊娠届け出時にすべての妊婦に対して

保健師が面接を行って母親との関係性を

構築し、また、心理社会的リスクをアセス

メントする 
２．多職種連携のためのクリニカルパスを

作成して地域の母子保健関係者間で共有

する 

３．心理社会的リスクありと判断された親

子について、定期的に多職種でケース検討

会議を行いフォローアップする 
 
2)県の母子保健政策としての妊娠期から
の切れ目のない支援における医療・保健・
福祉のあり方についての研究（山縣然太朗） 
 妊娠期からの切れ目のない支援におけ
る医療・保健・福祉の連携体制の整備を山
梨県健康福祉部と協働し、山梨県の母子保
健政策として実施、その効果を検証した。 
 
3) 健やかな親子関係の確立に向けた 
乳幼児健診の保健指導のあり方に関する

検討（山崎嘉久） 
ｉ） 乳幼児健康診査（以下、「乳幼児健
診」）事業の問診場面で、健やかな親子関
係の確立を目指すための相談支援方法を
示すガイドブックを活用した研修を、乳幼
児健診事業従事者に対して市町村・保健所
単位で実施し、効果を検証した。 
 
ii) 乳幼児健康診査（以下、「乳幼児健診」）
事業の問診場面で、健やかな親子関係の確
立を目指すための相談支援方法を示すガ
イドブックを活用した研修を市町村単位
で行い、アンケート調査を行った。 
 
4) 「子どもを健やかに育むために－愛の
鞭ゼロ作戦－」に関する妊娠中啓発の効果
に関する検討 
 
妊娠中からmaltreatmentについて啓発す
ることの効果を、前方視的に検討した。葛
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飾赤十字産院で妊婦健診・分娩管理される
単胎妊婦を対象として、妊娠中期に健やか
親子21『子どもを健やかに育むために～愛
の鞭ゼロ作戦～』のリーフレットを、該当
妊婦に隔週で手渡した。産後1カ月の産婦
健診において、「赤ちゃんへの気持ち質問
票」を用いて、リーフレットを渡された産
婦と渡されなかった産婦の間で、児へのボ
ンディングの状況を比較し、リーフレット
の啓発による虐待防止効果を検証した。 
 
5)長野県における産婦健診の導入につい

ての検討（小泉典章） 
2018年10月1日から、長野県内の全市町村
で、産後うつの早期発見や予防、子どもへ
の虐待防止などのために産婦健診を開始
することに関して、問題点を把握するため、
長野県下77市町村で実態を調査した。 
 
6)地域子育て支援拠点が捉える多胎児育

児支援（松田妙子） 

多胎児の育児および多胎児世帯体の支

援に関するアンケートを作成し，全国の地

域子育て支援拠点を対象に質問紙調査を

実施した。質問票は下記のような内容であ

った。 

多胎児の育児および多胎児世帯の支援

に関する質問票 ：1．活動団体について

問う項目（9項目），2. 多胎児および多

胎児世帯に配慮または特化した取り組み

について問う項目（3項目），3. 多胎児

世帯特有の困りごとやニーズを問う項目

（25項目），4．多胎児世帯支援で特に配

慮している点（自由記述），5．多胎児支援

等の団体や自治体との連携について問う

項目（3項目），6．多胎児世帯に必要と思

われる支援について問う項目（妊娠期，子

育て期各 18 項目），7．子育て支援に必要

な多胎児世帯支援について問う項目（11

項目），8．自治体に期待すること（自由記

述）であった。 
 
7)子どもの虐待の社会的損失についての
医療経済評価（蓋若琰） 
子どもの虐待・不適切な関わりに関する短
期的及び長期的な健康アウトカムを系統
的レビューで特定した。 
 
8)子どもの頃の家族関係が青年後期・成人
期のメンタルヘルスに与える影響（齋藤 
尚大） 

首都圏の精神病院の入院・通院患者

（18 歳から 24 歳）およびその母親を対

象に，質問紙調査を行った。患者向け質

問紙は，子どもの頃の被養育体験を問う

「子どもを健やかに育てる家族尺度（下

位尺度は，「地域に開かれた家族」「子ど

もを支える家族」「子どもを傷つけない

家族」）」「PHQ（うつ）」「ASR（自身の

精神状態）」「協調的幸福感尺度」，母親

向け質問紙は自身の子どもの頃の被養

育体験および子育て時の養育体験を問

う「子どもを健やかに育てる家族尺度」

「ABCL（子どもの精神状態）」「PHQ（母

親のうつ）」から成った。健常群データ

としては，大学にて実施した 85 組の母

子ペアデータを用いた。 
 
Ｃ．研究結果    
1) 妊娠期からの切れ目ない支援について
の多職種連携母子保健システム開発と効
果検証に関する研究(立花良之) 
 
産後４ヶ月時のエジンバラ産後うつ病

質問票の合計点数が統計的に有意に低下

し、本プログラムが地域全体の産後の母親

のメンタルヘルスを向上させることが明

らかとなった。また、特定妊婦などのフォ

ローアップ件数が増加し、母子保健サービ

スの受療率が向上した。 
須坂トライアルが母親のメンタルヘル

スを向上し、また、親子と保健センターと

のつながりをより深くし母子保健サービ

スの受療率を向上する効果があることが

示された。 
 
2)県の母子保健政策としての妊娠期から
の切れ目のない支援における 
医療・保健・福祉のあり方についての研究
（山縣然太朗） 
 妊娠期からの切れ目のない支援におけ
る医療・保健・福祉の連携体制を県の５保
健所のブロックごとに管轄の保健センタ
ーで実施できるように研修会を開催し、均
てん化を図った。令和元年度にその効果を
検証する予定である。 
 
3) 健やかな親子関係の確立に向けた 
乳幼児健診の保健指導のあり方に関する

検討（山崎嘉久） 
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ｉ）研修から数か月～半年間健診に従事し

た後のアンケート調査では、「感情的に叩

いた」「感情的に怒鳴った」の訴えがあっ

た時に「叩くこと・怒鳴ることはいけない」

と伝える対応が研修前に比べ大きく増加

したが、その割合は半数程度であった。研

修後も、不適切な行為をやめるようはっき

りと伝えることや「叩かない、怒鳴らない」

子育てのための具体的な助言は、半数が困

難と感じていた。その理由として、理解は

できても対応に結び付いていない状況が

推測できた。研修の到達目標別の達成度は、

経験年数によって対応・理解の状況が大き

く異なっていた。 
今回の研修により、「叩かない子育て」
の概念の普及に高い効果を認めたが、理解
はできても対応できない従事者に対して
は、経験年数ごとのステップに応じた到達
目標を示した市町村の現任者への研修計
画の実施ととともに、ケースカンファレン
ス等による個々の事例を通した経験の積
み重ねが必要と考えられた。 
 

ii) 「感情的に叩いた」「感情的に怒鳴っ
た」の訴えがあった時に「叩くこと・怒鳴
ることはいけない」と伝える対応が研修前
に比べ大きく増加したが、その割合は半数
程度であった。対応について「その他」を
選択し自由記載をした人が多かったこと
からその内容を分析したところ、自由記載
の中で、「状況確認や共感をしながらも叩
くことや怒鳴ることはいけないと伝える」
と回答した人が増加していた。しかし、「叩
くこと」と「怒鳴る」ことを比較した場合、
「怒鳴ること」の行為についていけないと
伝えると回答した人が少なかったことか
ら「怒鳴ること」が不適切な養育であり、
それをとめるための支援が必要であるこ
とを健診従事者に伝えていくことが必要
であると考えられた。 
 
4) 「子どもを健やかに育むために－愛の
鞭ゼロ作戦－」に関する妊娠中啓発の効果
に関する検討（鈴木俊治） 
 
介入群・対照群間に「赤ちゃんへの気持ち
質問票」結果の有意差は認められず、妊娠
中期のmaltreatmentに関する啓発は、産後
1カ月の児へのボンディングの状況に効果
は証明できなかった。 
 
5)長野県における産婦健診の導入につい

ての検討（小泉典章） 
産科医療機関へのアンケートから、産婦

健診を導入して良かった点や悪かった点
がわかった。市町村連携で困っている点や
精神科連携で困っている点も述べられ、今
後の導入に関し、参考としなくてはならな
いと考えられた。 
 
6)地域子育て支援拠点が捉える多胎児育

児支援（松田妙子） 
回収数は522部であった。子育て支援団

体は，妊娠・出産期，子育て期ともに大半
の項目について，多胎児世帯は単胎児世帯
よりも困難を抱えていると感じていた。一
方で，多くの子育て支援団体は，多胎児の
親に声掛けをしたり，保護者の交流会を実
施したり，他の支援団体や子育て支援拠点
や自治体と連携したりといった，具体的な
支援を十分に行っているとはいえなかっ
た。多胎児育児支援に関する情報提供の際
には，その後の育児期への支援の重要性の
周知を図る必要があると考えられた。 
 
7)子どもの虐待の社会的損失についての
医療経済評価（蓋若琰） 
日本国内における有病率・発生率と相対危

険度・オッズ比に基づいて人口寄与割合

（Population Attributable Fraction =PAF）を

計算し、長期的な健康アウトカムによる疾

病負担の寄与を推定した。短期的及び長期

的疾病負担による生産力損失の金銭的指

標を換算し、医療費と合わせて健康関連社

会的損失を推定した。その結果、生涯にか

けての一人当たりの健康関連社会的損失

は約 280,000 米ドル、全体は 3,424,000,000
米ドルと推測した。特に慢性疾患、精神疾

患による長期的疾病負担は 97,967 DALYs
であり、その金銭的指標は健康関連社会的

損失全体の約 80％を占めた。長期的疾病

負担を寄与する上位の 3 つの疾患は自殺

企図、がん、うつであった。 
妊娠期からの切れ目のない支援による

予防効果を示唆した。これまでの関連した
経済評価研究は長期的な疾病負担を考慮
しなかったが、今回の結果により、この部
分の社会的損失は無視できないものと考
えられた。 
 
8)子どもの頃の家族関係が青年後期・成人
期のメンタルヘルスに与える影響（齋藤 
尚大） 
臨床群における家族関係が子の精神状態
に与える影響としては，精神的障害を抱え
ながらも子が人との関係性において幸福
感を抱くことができるところに寄与して
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いる可能性が示唆された。また，家族関係
は，子の協調的幸福感を媒介にして，子の
メンタルヘルスを支えている可能性もあ
り，さらなる検討が必要と考えられる。 
 

Ｄ．健康危険情報（分担研究報告書には記
入せずに、総括研究報告書にまとめて記入） 
 
Ｅ．研究発表 
1.  論文発表 
英文（査読あり）  
1. Tachibana Y.,Koizumi N. et al. 

Integrated mental health care in a 

multidisciplinary maternal and child 
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